
雇用促進税制の雇用計画書の準備を

事業年度開始から２ヶ月間が雇用計画書の提出期

限です。平成２５年度から税額控除額が現行の増

加雇用者数１人当たり20万円から40万円に変

更になる可能性があります。 
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労働基準監督署のお仕事
社長にとって、労働基準監督署は身近な存在だ

けれど、できれば接触を避けたい役所の１つでし

ょう。今回は、そんな労働基準監督署の監督業務

を中心に整理してみます。 

 労働基準監督署の位置づけ  

厚生労働省→労働局の下部組織として都道府県

内に複数設置されています。多くの労働基準監督

署には監督課（方面と言っているところが多い）、

労災課の他に安全衛生課と業務課があります。 

労働基準法、労働安全衛生法等を扱っているの

が方面です。方面には専門職員として労働基準監

督官（以下、監督官と略す）が配置され、日々、

監督業務に当たっています。 

労働基準監督署は中立な立場で労働基準法や労

働安全衛生法を順守させるための役所です。社員

の味方をするための役所ではありません。 

 会社への立ち入り  

監督官は、労働基準法や労働安全衛生法等の労

働関係法令に基づいて、会社に立ち入り社員の労

働条件や健康管理状況等について調査することが

できます。会社への立ち入りには、①行政の年度

計画に基づき実施される定期監督、②重篤な労働

災害が発生したときの災害時監督・調査、③社員

等の訴えに基づき実施される申告監督があります。 

監督官は、証拠に基づいて労働基準関係法令違

反を確認します。訴えがあったからと言って、一

方の意見や見解だけで労働関係法令違反と判断す

ることはありません。 

 労使双方の意見の食い違い  

申告監督のときに、双方の意見や認識が食い違

うときがあります。例えば、元社員は即日解雇さ

れたので解雇予告手当３０日分の支払いを主張し、

社長は解雇していないと主張するときです。この

とき、監督官は、まず解雇事実の有無を確認しま

す。元社員には何時、誰に、どのように解雇を通

知されたのかを確認します。書類があれば書類の

提示を求めます。社長に対しても、本社員の供述

に基づいて確認を取ります。 

双方の主張が平行線を辿り、その他の証拠がな

ければ、即日解雇の事実確認は不能となり行政指

導はできないことになります。 

 是正のための行政指導  

労働関係法令の違反が確認されると、是正のた

めの行政指導が是正勧告書の交付により行われま

す。是正勧告書には、違反項目と是正期限が記載

されています。この指導は命令ではありません。

納得ができなければ従う必要はありません。とは

言っても労働基準法は罰則のある法律です。違反

が悪質と判断されると監督官は社長を逮捕するこ

とも、検察庁に書類送検することもできます。 

現実に是正勧告書を交付されたときは、その指

導に従い、期日までに改善状況を報告します。納

得がいかない是正勧告書にも、その旨を記載した

文書の提出は必要です。 

 立ち入りに臨むには  

期日を通告しての立ち入りと、通告なしの立ち

入りがあります。いずれにしても慌てずに冷静な

応対が求められます。調査を妨害したり、虚偽を

申し立てしたり、社員に虚偽の供述を強いたりす

ることは決して行ってはなりません。 

期日が分かっているときは労働関係法令に精通

した社会保険労務士に立ち会いを依頼することが

お勧めです。立ち入り時のアドバイスや最適な是

正方法の作成支援を受けることができます。 

労働トラブルの未然防止に力を入れている 

社会保険労務士

 丸山事務所 通信

２０１３年３月（第４６号）

 本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせていただいた方、ＦＡＸ番号を教え頂い

た会社へお送りしております。不要の方はお手

数ですがメール、ＦＡＸ、電話等でその旨をご連

絡下さいますようお願い申し上げます。 


